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久留米市イメージキャラクター

本日の内容

 １ 久留米市の概要

 ２ ハイリスク妊産婦の状況

 ３ 精神科医療機関との連携

・連携の流れ、考慮した点、今後の課題など

１ 久留米市の概要

○九州北部、福岡県南西部に位置

○人口：304,730人（令和２年10月1日）

※平成20年に中核市となり保健所設置

○世帯数：137,226世帯（令和２年10月1日）

○出生数：2,632人（令和元年）

〇出生率：8.6％（令和元年）

開設時期：平成29年10月

支援対象：すべての妊産婦、乳幼児、学齢期以降
(18歳まで)の児童とその保護者

■ の設置

■ワンストップによる支援体制

多様で複雑な不安や悩み、複合的な相談内容等に対応するため

に、専門職員を一体的に配置

母子保健・子育て支援
組織・機能の一元化
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継続支援を必要とする妊産婦の概況（R１年度）

継続支援が必要なケースの件数
ｎ=730

妊産婦の年齢

２ ハイリスク妊産婦の状況

ｎ=730

把握契機は妊娠届出時の保健師によるアセスメントが最も多い。次いで、医療機関から
の依頼となっている。

ハイリスク妊産婦を把握した経路

継続支援を必要とする妊産婦の概況（R１年度）
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育児支援者不足や精神面に関連する要因が上位を占める。

ハイリスク要因別件数

継続支援を必要とする妊産婦の概況（R１年度）

妊娠期からのケアサポート事業
妊娠早期から必要な支援を行うために、産科医療機関・小児科
医療機関と久留米市が要支援者に関する情報の共有化を図って
いる。

8

ハイリスク妊産婦のリスク要因から妊産婦の精神的リ
スクに対する支援強化の必要性が大きく示唆され、こ
れまで展開してきた産科、小児科医療機関との連携シ
ステムに加え、R元年10月から精神科との連携及びこ
れら3科の連携を強化。

妊娠期からの早期支援体制の構築を目指して

３ 精神科医療機関との連携

・連携開始にあたり、市内10か所の精神科病院、
14か所の精神科クリニックを保健師が訪問。

・様式を活用した連携の流れ、こども子育てサ
ポートセンターの機能などについて説明。

１）妊娠届からの情報共有・家庭訪問等の支援の流れ

⇒妊娠届出時、保健職にて面接を実施する。情報提供が必要な
事例については、様式１を用いて精神科医療機関へ情報提供を
行い、連携のもと家庭訪問等の支援を行う。

（産後に連携開始する際も同じ様式を活用）

情報提供（様式１）

妊 婦
子ども子育て
サポートセンター 精神科医療機関

妊娠届提出

家庭訪問等の支援

面接等の実施

２） 精神科医療機関からの情報提供受理後の流れ

⇒精神科医療機関から様式２にて情報提供があった場合、家庭
訪問等による助言指導や関係機関への繋ぎ、調整を行う。介入
後は、様式３にて支援結果報告を行う。

妊産婦 精神科医療機関

情報提供（様式２）受診

支援結果報告（様式３）

子ども子育て
サポートセンター

家庭訪問等の支援

精神科医療機関の連携開始にあたり考慮した点

・精神保健福祉士などコメディカルスタッフとの
連携

・個人情報の取り扱いについて

・様式の簡素化

（医療機関記載の様式は選択式と記述式を併用）

・市精神保健担当部局との役割分担
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様式を活用した精神科医療機関との連携実績

精神科医療機関との連携強化の利点

・妊産婦の支援方針に関する情報を精神科医療機関と
共有でき、疾患の特徴や重症度に応じた適切な支援が
可能になる。

・妊産婦の精神的リスクの低下、保健師の支援困難感
が軽減される。

・精神科・産科・小児科医療機関と行政の役割分担がよ
り可能になる。

今後の課題など

・精神科医療機関とは様式を活用した情報共有の他、
必要時に応じて保健師の同伴受診やケースカンファレ
ンスの実施を行いながらさらなる連携を深めていく必要
がある。

・当市では、妊娠届の面談時マニュアルを作成し、保健
師の聞き取りと対応の標準化を図っているが、精神疾
患をもつ妊産婦に対する保健師のアセスメント・支援ス
キルをあげていくことも重要。

・今後、事例の集積と症例検討を通して産科・小児科・
精神科医療機関との連携強化を進めていく必要がある。

ご清聴ありがとうございました


